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      前在中国日本国大使館公使、新潟市長を表敬 

2020 年 10 月 12 日、在中国日本国大使館公使と

して 2017 年より北京に赴任され、今年 7 月に帰

任された石月英雄外務省アジア大洋州局参事官

が、新潟県議会拉致議連へ北朝鮮情勢について講

演するため来新され、講演に先立ち中原新潟市長

を表敬訪問しました。 

 面談の中で、新潟市北京事務所の重要性や自身

も所属されている北京新潟県人会の活躍ぶり等

について熱くお話していただきました。（池田） 

新潟市北京事務所長、北京に帰任 

このたび、駐新潟中国総領事館より臨時的査証

を発行していただき、中国入国地大連での 14 日間

の隔離を経て、2月 22 日の緊急一時帰国から約 7

か月ぶりに北京に帰任する運びとなりましたので、

帰任までの様子を簡単にご紹介します。 

 現在日本と中国を結ぶ航空路線はごくごくわず

かに限られており、予約時点で日本の航空会社で

は全日空の上海便と日本航空の大連便のみでした

ので、私は大連便を利用して入国いたしました。 

 出発空港の成田では人もまばらで、日航のカウンターは

我々大連行きの乗客だけといった閑散とした状況でした。中

国政府指定の医療機関で出発三日以内に発行していただいた

PCR 陰性証明書を航空会社職員に提示したうえで、中国政府要

請のアプリに個人情報（最近の行動歴や中国の住所、電話番

号、会社名、会社所在地、友人の携帯電話番号等々）を入力

し送信すると、当局から受付けた旨 QR コードで返信があり、

その返信画面を航空会社職員に見せてようやく搭乗口へと向

かうことができました。 

 大連空港に到着すると荷物を受け取る前に、連絡通路に設置された受付で、簡単な

問診後 PCR 検査エリアへと誘導されました。PCR 検査を終え荷物受取所に行くと、消毒

液でずぶぬれになったスーツケースが既に並べられており、ピックアップして空港出

口付近に向かうと更に受付があり、そこでパスポートを提示すると 6 人位ずつのグル

ープに分けられ、少し待つよう告げられました。 
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報告２
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大連到着後、飛行機から降りて最後の受付まで

の間、日本語と英語を話す大連市政府職員はじめ

とするスタッフが慣れた様子で手際よく丁寧に乗

客を誘導していたのがとても印象的で、幸い何の

ストレスもなく入国できました。 

 だれがどこの指定施設（ホテル）に入るかはも

うすでに決まっていて、日本人は六人ずつのグル

ープごとに大連市政府のマイクロバスでホテルへ

と移動しました。 

 ホテルに着くとフロントではなく、ホテル入り口の外側に臨

時的に設けられた受付でのチェックインとなりました。パスポ

ートを提示し飛行機での座席番号を伝え、ホテルスタッフから

は隔離に関する各種注意事項を伝えられ、部屋の鍵をいただき

入室しました。受付では他に、中国発メッセンジャーアプリ

「WeChat（微信）」の二つのグループチャット（医療グループ、

フロントサービスグループ）に参加するよう指示され、この二

週間を通してこのグループチャット上でやり取りする旨説明さ

れました。毎日午前と午後一回ずつの体温報告、検体検査や PCR

検査に関する情報等医療に関する情報のやり取りは「医療グル

ープチャット」で、その他部屋の破損、不具合等の処置、トイ

レットペーパー補充、必要な品物の代理調達等に係ることは「フ

ロントサービスグループチャット」内で要望等を

伝えることになります。（タオル、シーツ等は二

週間交換無し） 

 朝、昼、晩とお弁当が戸口に置かれ、食べたも

のは戸口に置いておくと回収される。お弁当は暖

かく味も美味しく野菜が多めで、栄養バランスが

とられているような印象でした。二週目ともなる

とさすがにメニューの重複も出てきますが、この

三食の食事を唯一の楽しみとして、ありがたくい

ただいていました。 

 隔離終了数日前に再び PCR 検査を受け、チェッ

クアウトの際に陰性証明書をいただいて、ようや

く大連から飛行機で北京へと戻ってくることがで

きました。 

 様々な情報を提供いただいた在中国日本国大使

館、各総領事館、在中国各自治体事務所、北京日

本商会、JETRO 北京、クレア北京、北京旅行懇話

会、北京新潟県人会はじめ関係各位に心より感謝

申しあげます。（池田） 
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北京の空港はこれまで２つあった。「北京南苑空港」（軍民共用、１９１０年開港）

と「北京首都国際空港」（１９５８年開港、その後大規模拡張）だ。ＪＡＬもＡＮＡ

もこれまで北京首都国際空港を利用していた。ところが２０１４年、主力空港である

北京首都空港の利用者が８６１３万人となり、処理能力が限界となった。そこで新空

港を建設する事になったのである。総工費は１４０億ドルと言われる。２０１９年９

月、盛大な開港式が行われ、習近平も参列した。ところが間の悪い事に、完成して 北

京の主な話題は依然として新型コロナと対米摩擦である。中国は新型コロナをほぼ克服し

たが、まだ完全に終息したわけではない。ただ新型コロナからの解放感は急速に拡大し、

街の活気も戻ってきた。

 それに比べ、対米摩擦はエスカレートするばかりだ。新型コロナと対米摩擦で一番打撃

を受けたのは経済だが、その経済も依然不安定ながら、回復軌道には乗りつつある。今年

の第１四半期のＧＤＰ成長率は－８．６％だったが、第２四半期では＋３．２％まで戻し

た。日米欧はじめ、主な国はマイナス成長に喘いでいて、今年は通年でもマイナス成長は

ほぼ確定的である。その中にあって、中国経済はプラスになる可能性が大だ。 

 国際機関の予測でも、中国の２０２０年成長率は、世界銀行（６月８日発表）が＋１．

０％、国際通貨基金（ＩＭＦ・６月２４日発表）が＋１．０％、経済協力開発機構（ＯＥ

ＣＤ・９月１６日発表）が＋１．８％である。しかし中国の専門家の間では強気の予測が

多い。それは、今年の第２四半期の数字＋３．２％で、内外の予測を大幅に上回ったから

だ。通年では２．０％を超え、３．０％に迫る成長という意見が多い。近く出る第３四半

期の数字を注目すべきだが、恐らく通年で世界銀行、ＩＭＦ、ＯＥＣＤの予測を上回る事

は間違いないだろう。因みに上記の国際機関の、米国の通年成長率予測は、－６．１％、

－８．０％、－３．８％であり、日本は－６．１％、－５．８％、－５．８％である。 

 さて、どの国も最大の課題は経済の回復だが、われわれが中国経済、米中摩擦の動向に

気をとられている中、中国で世界の力関係を変えるかもしれない大きな変化が、今まさに

起きつつある。それは宇宙開発分野における中国の飛躍的発展である。これまでこの分野

は、かつての米ソ、現在の米ロが大きくリードしていたが、ここにきて米ロに中国を加え、

世界「３強」体制が確立されつつある。 

 ２０２０年５月、中国国営通信社「新華社」が配信したニュースを、宇宙専門家以外、

誰が注目しただろうか。新華社は「中国共産党中央、国務院、中央軍事委員会は連名で運

搬ロケット長征５号Ｂの打ち上げ成功に祝電を送った」と報じた。専門家によると、この

長征５号Ｂの打ち上げは、次世代有人飛行船、宇宙ステーション建設計画を大きく前進さ

せる画期的なもので、恒久的な宇宙ステーションの建設及び宇宙飛行士を月に送り込むた

めに大きな道を開いた。同じく新華社は７月３１日、「中国共産党中央、国務院、中央軍

事委員会は、北斗３号打ち上げ成功に対し祝電を送った」と報じた。これも世界ではさし

て大きなニュースにはならなかった。この北斗３号の打ち上げは、中国独自の衛星測位シ

ステム計画である「北斗衛星導航系統」を構成する３５基の衛星のうちの最後のもので、

これで「北斗導航系統」計画は完成した。これは中国が、米軍が運用する「全地球測位シ

ステム」（ＧＰＳ）依存から脱却し、独自の測位システムを確立した事を意味する。 

 遡る事昨年１月、世界は大きな衝撃を受けた。中国の宇宙観測衛星「嫦娥４号」が月の

裏側に着陸したのである。これは月面探査史上初の快挙であった。嫦娥４号と、同機に搭

載された探査ローバー「玉兎２号」には幾つかの観測機器が搭載されている。着陸用カメ

ラ（ＬＣＡＭ）、全方位カメラ（ＴＣＡＭ）、低周波分光器（ＬＦＳ）、中性子線量計（Ｌ

ＮＤ）、生態圏実験室（ＬＭＥ）。実験室ではポテト、トマト、シロイヌナズナの植物が

西園寺 一晃先生の 
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栽培され、蚕の卵が飼育されることになっている。現在も嫦娥４号はさまざまなデータを

送り続けている。地球から月の裏側を見ることが出来ないし、通信も不可能だ。そのため

あらかじめ打ち上げた中継衛星「鵲橋」が嫦娥４号からの、データの送信を担っている。 

 中国の宇宙開発の歴史は１９５６年に始まったと言われている。米国から帰国した物理

学者の銭学森を中心に、宇宙開発用ロケットを研究、開発するための研究機関が設立され

た。１９６０年にはＲ－２ロケット打ち上げに成功したが、これらは旧ソ連の技術協力の

賜物であった。ところがその直後から始まった中ソ対立で、ソ連の技術協力が打ち切られ、

中国は独自の宇宙開発の道を歩むこととなった。それでも１９６４年には、観測ロケット

「Ｔ－７Ａ」の打ち上げに成功した。 

中国が独自の人工衛星打ち上げに成功したのは１９７０年であった。打ち上げロケット

「長征１号」で衛星「東方紅１号」を打ち上げたのである。その後中国の宇宙開発技術は

着実に発展を遂げ、１９９０年代には打ち上げビジネスにも進出した。１９９０年「長征

３号」が打ち上げに成功したのは、米国の衛星企業「ヒューズ・エアクラフト」社の衛星

であった。ところが技術の流出を恐れた米国は、米国衛星の中国による打ち上げを、武器

と同等の輸出管理制約（ＩＴＡＲ）の対象とし、禁止した。以降、中国は米国を含む西側

諸国の衛星を打ち上げることが出来なくなった。ところが、発展途上国が争って各種の衛

星を打ち上げる時代となり、中国の打ち上げビジネスは軌道に乗った。そして２０１９年、

ついに打ち上げロケット実績で世界１となった。２０１９年のロケット打ち上げ数（成功

のみ）は、中国３２機、ロシア２５機、米国２１機であった。 

宇宙開発は複雑、高度な技術の突破がなければ不可能だ。打ち上げロケット、各種衛星、

設備器具、宇宙ステーション関連、探査ローバー、各種宇宙空間における実験関連、宇宙

飛行士の装備と食糧など。中国の打ち上げロケットは「長征」シリーズが担う。これまで

１号から７号、そして１１号が開発された。長征ロケットの任務は、月探査衛星の「嫦娥」、

有人宇宙船、各種衛星を無事に打ち上げる事だ。なお長征１１号は、小型化し、海上から

打ち上げるために開発された。 

観測衛星も量、質とも飛躍的に発展した。地球観測、資源調査、通信、海洋調査などの

衛星が開発され、すでに多数打ち上げられている。 

有人宇宙計画も着々と進んでいる。有人用に開発された衛星は「神舟」シリーズだ。１

号機は追跡システム確認用で、１９９９年に打ち上げられた。２００１年の２号機にはサ

ル、イヌ、ウサギが積み込まれた。３号、４号のダミー人形積み込みを経て、５号機に初

めて飛行士が乗り、楊利偉が中国最初の宇宙飛行士となった。２００８年の７号機には３

名の宇宙飛行士が乗り、初の船外活動を行った。２０１１年には、宇宙ステーション建設

を視野に入れた衛星「天宮１号」が打ち上げられた。神舟８号（無人）は天宮１号とのド

ッキングに成功し、９号には３名の飛行士が搭乗、有人で天宮１号とのドッキングを行っ

た。１０号には３名の飛行士が搭乗し、天宮１号との手動によるドッキングを行った。「天

空２号」は２０１６年に打ち上げられたが、宇宙ステーション建設準備が主な任務だ。な

お、中国独自の宇宙ステーション建設は、２０２０年から始まる予定だ。 

月探査計画の次の目標は、有人による月面着陸、滞在、各種調査で、やはり２０２０年

スタートの予定だ。それを担うのは「嫦娥５号」である。月面基地建設も視野に入ってい

るという。月面に中国の国旗「五星紅旗」が立つのはそう遠くないだろう。また、火星探

査計画も２０２０年から始まる。 

中国は２０１６年に宇宙開発白書である「２０１６中国の航天」を発表したが、その中

で「１０年後には宇宙開発大国になる」と述べている。具体的には、宇宙ステーションの

建設、月及び火星探査ミッションの実施、ブラックホールと宇宙気象研究、宇宙ゴミ・隕

石などの監視及び警報システムの構築などが含まれている。 
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宇宙開発と言うと「国家機密」を連想するが、中国は宇宙開発を民間に開放している。

国営・国策、民営大手など多くの企業が宇宙開発に参入、ベンチャー企業も続々と出来て

いる。まだ少ないが、ブラジルなど発展途上国との提携も今後増えるだろう。米国及び西

側諸国の、宇宙開発分野での中国排除にもかかわらず、中国のこの分野での進歩は急速だ。

安価で成功率の高さなどから、中国の衛星打ち上げビジネスは発展途上国を中心に今後急

伸する可能性がある。中国政府は、宇宙開発を経済底上げの起爆剤の１つとも考えている

ようだ。 

中国の人々は、新型コロナ流行で不安の中で不自由な生活を強いられてきたが、宇宙開

発分野での成果を見て、大いに癒されてきた。 

私の親しい友人で、中国の宇宙

開発に大きな貢献をしてきた北京

航空航天大学のある教授の、次の

言葉に私は心から賛意を表したい。 

「宇宙開発には、人類の運命がか

かっている。国や企業間の競争が、

技術の進歩を生む事は否定しない

が、もっと大きな視点から、各国、

国際社会は協力連携して、共同で

宇宙開発に取り組むべきだ。特に

宇宙開発分野で覇権争いをするべ

きではなく、われわれは人類運命

共同体意識を持つべきだ」。（２

０２０年９月２９日）（止） 

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

 北京大学経済学部卒業 

 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 

■■お知らせ■■
新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-ipc.or.jp

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/


